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食品表示の適正化に向けた取組について 

 

 

消費者庁は、食品衛生の監視指導の強化が求められる年末において、食品の

表示・広告の適正化を図るため、都道府県等と連携し、食品表示法、景品表示

法及び健康増進法の規定に基づき下記の取組を実施することとしましたの

で、お知らせいたします。 

 

１ 基本方針 

  不適切な食品の表示に対しては、消費者庁が横断的に取締りを行いつつ、地

方出先機関を有し、監視業務についてのノウハウを有する農林水産省及び財

務省並びに都道府県・保健所等が相互に連携し、食品表示の関係法令の規定に

基づき効果的・効率的な取締りの執行体制を確保しているところです。 

  このような体制の下、食品衛生の監視指導の強化が求められる年末におい

ては、次のとおり、食品表示の重点事項について、取締り等を行うこととしま

した。 

 

２ 年末一斉取締りの実施について 

国及び都道府県等においては、食品衛生の監視指導の強化が求められる年

末において、食中毒などの健康被害の発生を防止するため、従来から食品衛

生の監視指導を強化してきたところですが、例年どおり、この時期に合わせ、

食品等の表示の信頼性を確保する観点から、食品表示の衛生・保健事項に係

る取締りの強化を全国一斉に実施します（別紙）。 

（１）実施時期：平成 28 年 12 月１日から同月 31 日まで 

（２）主な監視指導事項 

ア アレルゲン、期限表示等の衛生・保健事項に関する表示 

イ 保健機能食品を含めた健康食品に関する表示 

ウ 道の駅や産地直売所、業務用加工食品に関する表示 

エ 食品表示基準に基づく表示方法の普及・啓発 
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３ 表示の適正化等に向けた重点的な取組について 

国及び都道府県等においては、食品表示の適正化を図るため、従来から食

品表示法や景品表示法等に基づく各種通知やガイドライン等により、監視指

導を実施してきたところです。今般、生鮮食品の表示が食品表示基準に基づ

く表示に移行したほか、近年の健康食品や業務用加工食品の不適正表示の実

態等を踏まえ、年末一斉取締りに当たっては、改めて、次のとおり監視指導

とともに、啓発活動を実施します。 

（１）生鮮食品の食品表示基準への移行に係る周知啓発 

平成 28 年 10 月１日以降に販売される業務用を除く生鮮食品の表示に

ついては、食品表示基準に基づく表示へ移行したことに鑑み、啓発パンフ

レット（別添１）等を活用し、生鮮食品の栄養成分等の適性表示の周知啓

発を図る。 

（２）再包装等に係る加工食品の表示に係る周知啓発 

店舗で行う、仕入れた商品の解凍、小分け・再包装等の行為については、

インストア加工に当たらないため、食品表示基準に基づく表示が義務付

けられることに留意をする必要があることに鑑み、啓発パンフレット（別

添２）等を活用し、小売店等における適正表示の周知啓発を図る。 

（３）健康食品の表示の適正化 

近年、国民の健康志向の高まりから、健康食品が広く普及する中、健康

の保持増進の効果等が必ずしも実証されていないにもかかわらず、当該

効果等を期待させるような虚偽誇大表示等に該当するおそれのある宣伝

等が見受けられる。また、保健機能食品においても、効果効能に係る許可

表示や届出表示の内容を逸脱した表示を行っている事例が散見される。

このため、消費者庁が平成 28 年６月 30 日付けで公表した「健康食品に

関する景品表示法及び健康増進法上の留意事項について」について、啓発

パンフレット（別添３）等を活用し、健康食品を販売する事業者等に対し

て周知啓発を図る。 

（４）健康食品の安全性及び有効性に関する情報提供 

健康食品の適正使用の観点から、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄

養研究所が提供する健康食品の安全性及び有効性に関する情報について、

啓発パンフレット（別添４）等を活用し、一般消費者に対して周知啓発を

図る。 

 

 



 

 

 

 

本件に関する問合せ先 

消費者庁表示対策課食品表示対策室 

田中、西野 

TEL : 03(3507)8800（代表） 

H P : http://www.caa.go.jp/ 
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平成 28 年度食品衛生法等の規定に基づく食品等の表示に 

係る年末一斉取締りの実施について 

 

 食品等の表示に係る監視指導については、日頃から格別の御尽力をいただき、あり

がとうございます。 

さて、例年のとおり、「食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針」（平成 15 年

厚生労働省告示第 301 号）に基づき食品衛生の監視指導の強化が求められる年末におい

て、食品等の表示の適正を確保する観点から、全国一斉に標記取締りを実施していただ

くこととしていますので、下記に御留意の上、別添１の実施要領に基づき御協力をお願

いします。 

また、実施計画の策定に当たっては、平成 27 年度年末一斉取締り及び平成 28 年度

夏期一斉取締りの結果を参考にするとともに、食品表示基準（平成 27 年内閣府令第 10

号）に定める表示事項（食品表示法第六条第八項に規定するアレルゲン、消費期限、食

品を安全に摂取するために加熱を要するかどうかの別その他の食品を摂取する際の安全

性に重要な影響を及ぼす事項等を定める内閣府令（平成 27 年内閣府令第 11 号）第５条

第１項に定める事項に係るものに限る。）が遵守されるよう監視指導をお願いします。 

なお、別添１の実施要領は、年末一斉取締りに係る基本事項であることから、監視

指導に当たっては、各都道府県等において、都道府県等食品衛生監視指導計画等に基づ

いて適宜事項を追加するとともに、景品表示法等の他法令に違反しているおそれのある

表示を確認した際には、担当部署に情報提供するなど、引き続き適切な連携対応をお願

いします。 

おって、取りまとめ結果については、公表することとしていますので、御了知くだ

さい。 

 

 

 

都 道 府 県 知 事 

保健所設置市長 

特 別 区 長 

別紙※ 当該通知の別添は添付省略。 



記 

 

１．生鮮食品に係る食品表示基準への移行について 

平成 28 年 10 月１日以降に販売される生鮮食品（業務用生鮮食品を除く。）表示に

ついては、食品表示基準に基づく表示へ移行したことに鑑み、横浜市協力により作

成した別添４の啓発資料を活用しつつ、生鮮食品の栄養成分等の適性表示に係る監

視指導を行うこと。 

   

２．再包装等に係る加工食品の表示について 

  店舗で行う、仕入れた商品の解凍、小分け・再包装等の行為については、インスト

ア加工に当たらないため、食品表示基準に基づく表示が義務付けられることから、小

売店においては表示上の留意をする必要があることに鑑み、別添５の啓発パンフレッ

ト等を活用し、食品表示基準の品質事項を担当する関係部局と連携しつつ、小売店等

に対して周知啓発を図ること。 

 

３．健康食品の広告その他表示の適正化について 

  近年、国民の健康志向の高まりから、健康食品が広く普及する中、健康の保持増進

の効果等が必ずしも実証されていないにもかかわらず、当該効果等を期待させるよう

な虚偽誇大表示等に該当するおそれのある宣伝等が見受けられる。このため、消費者

庁が平成 28 年６月 30 日付けで公表した「健康食品に関する景品表示法及び健康増進

法上の留意事項について」について、別添６の啓発パンフレット等を活用し、健康食

品を販売する事業者等に対して周知啓発を図ること。 

  また、健康食品の適正使用の観点から、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研

究所が提供する健康食品の安全性及び有効性に関する情報について、別添７の啓発パ

ンフレット等を活用し、一般消費者に対して周知啓発を図ること。 

 

以上 

 

    
消費者庁表示対策課食品表示対策室 
 担当：田中、西野 
 電話：03-3507-8800（代表） 
 FAX：03-3507-9293 

e-mail：g.shokuhyotai@caa.go.jp 



野菜や果物・お肉・お魚 などの

容器包装（パッケージ）に

栄養表示をする場合は、

食品表示法に基づく表示が必要です。

栄養の表示をする場合、

決められたルールがあります！

「ビタミンＣたっぷり」
「食物繊維を含む」
「たんぱく質は体を作る栄養素です。」
「低脂肪」

例えば、こんな表示が対象となります↓

表示方法は？！
裏面をご覧ください

食品表示法は平成27年４月１日に施行され、生鮮食品の表示につい
ては、経過措置期間が終了しました。平成28年10月1日からは新しい
基準で表示しなければなりません。

食物繊維を含む

ﾋﾞﾀﾐﾝCたっぷり

別添１



【基本５項目】
＋【当該栄養成分】

を枠内に表示する。

〇〇産 みかん
ﾋﾞﾀﾐﾝC たっぷり

●●

××
△△

栄養成分表示
●●当たり

熱量 ○○kcal
たんぱく質 △▲ｇ
脂質 □□ｇ
炭水化物 ◆◆ｇ
食塩相当量 ★ｇ
ビタミンＣ ☆mg

β－カロテン ■mg

【基本５項目】
①熱量 ②たんぱく質 ③脂質
④炭水化物 ⑤食塩相当量

（ナトリウムだけの表記は不可）

を順番に表示する必要があります。

「栄養表示をしようとする」場合の表示について

共通表示事項

プロテイン大豆
たんぱく質は体を作る栄養素で

す。等（基本５項目に関する文言）

ビタミンＣ、食物繊維 等
(基本５項目以外の
「食品表示基準に規定する栄養成分」)

・高たんぱく質 ・低脂肪
・ビタミンＣたっぷり
・食物繊維を含む 等

上記の共通表示事項
【基本５項目】を表示する。

※「食品表示基準に規定する栄養成分」一覧

熱量（ｴﾈﾙｷﾞｰ）
たんぱく質
脂質
－飽和脂肪酸
－n-3系脂肪酸
－n-6系脂肪酸

ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ
炭水化物
－糖質

－糖類
－食物繊維

【ミネラル類】
亜鉛
ｶﾘｳﾑ
ｶﾙｼｳﾑ
ｸﾛﾑ
ｾﾚﾝ
鉄
銅
ナトリウム※
[食塩相当量で表示]

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ
ﾏﾝｶﾞﾝ
ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ
ﾖｳ素
ﾘﾝ

【ビタミン類】
ﾅｲｱｼﾝ
ﾊﾟﾝﾄﾃﾝ酸
ﾋﾞｵﾁﾝ
ﾋﾞﾀﾐﾝＡ
ﾋﾞﾀﾐﾝＢ１

ﾋﾞﾀﾐﾝＢ２

ﾋﾞﾀﾐﾝＢ６

ﾋﾞﾀﾐﾝＢ12

ﾋﾞﾀﾐﾝＣ
ﾋﾞﾀﾐﾝＤ
ﾋﾞﾀﾐﾝＥ
ﾋﾞﾀﾐﾝＫ
葉酸

【高い旨】…「高」「豊富」「多」「たっぷり」
【含む旨】…「源」「供給」「入り」「添加」
【強調された旨】…「○％強化」「増」

【含まない旨】…「無」「ゼロ」「フリー」
【低い旨】…「低」「控えめ」「少」「ライト」
【低減された旨】…「○％減」「オフ」

【基本５項目】を表示する。
【当該成分】は枠外にするなどして区別
して表示することができる。

ポリフェノール、グルコサミン 等

(「食品表示基準に規定する栄養成分」以外の成分)

栄養成分表示をしないことも可能。
【基本５項目】＋【当該成分】（枠外にする
など区別）で表示することもできる。

ポリフェノール

食物繊維たっぷり

注意！
◆ビタミンＣなどの「食品表示基準に規定する栄養成分」を強調表示する場合、栄養
成分の量は、食品表示基準で規定された方法によって得なければなりません。
◆栄養成分の量は、一定の値（○ｇ）又は下限値及び上限値（▲ｇ～▽ｇ）による表
示が可能です。ただし、強調表示する場合は、下限値及び上限値で示された範囲が、
食品表示基準で定める基準値以上又は未満でなければなりません。

栄養強調表示に該当する。
【基本５項目】

＋【当該栄養成分※】
を枠内に表示する。

当該栄養成分の含有量が
一定の基準以上(又は未満)
であることが必要。
※「合理的な推定による表示

値の設定」はできません。

ＤＨＡ、オリゴ糖、アミノ酸、

β-カロテン 等（「食品表示基準に規定する栄

養成分」の種類である栄養成分、構成成分、前駆体等）

（「食品表示基準に規定する栄養成分」)

A B

C

D

容器包装に、以下のA～Dの表示例
のような文言等を記載する場合には、

「栄養成分表示」が必要です。

根拠法令をホームページ
等でご確認いただいた上
で、ご不明な点は、消費
者庁又はお近くの保健所
にお尋ねください。

【問合せ先】消費者庁 ・表⽰制度に関する内容について：⾷品表⽰企画課
・表⽰内容に係る取締りについて：表⽰対策課⾷品表⽰対策室

〒100-8958 東京都千代⽥区霞が関3-1-1 中央合同庁舎第4号館 電話 03-3507-8800（代） 作成：平成28年11月



惣菜コーナーで販売する加工食品の
表示に注意しましょう！

仕入れた商品を、店舗内で解凍、小分け・再包装する行
為は、インストア加工に当たらないため、添加物、アレルゲ
ン、消費期限等のほか、原材料名、原料原産地名（※）、原
産国名（輸入品の場合に限る。）等の表示が必要です。

【小売店の皆様へ】

【原材料名等の表示が必要な例】
○ 仕入れたうなぎ蒲焼を、店舗内で暖めて、小分け・再包装して
販売する場合

○ 仕入れた塩鮭を、店舗内でカットし、包装して販売する場合
○ 仕入れた赤飯を､店舗内で蒸し直し、包装して販売する場合

パック入りゆで枝豆冷凍ゆで枝豆
表示例

解凍・小分け・包装

※22の加工食品群、個別の４品目について表示義務があります（輸入品の場合を除く。）。

名称：冷凍ゆで枝豆
原材料名：枝豆（大豆）、

食塩
内容量：10kg
賞味期限：○○○
保存方法：-15℃以下
原産国名：台湾
輸入者：○○○

名称：ゆで枝豆
原材料名：枝豆（大豆）、

食塩
内容量：200g
消費期限：○○○
保存方法：10℃以下
原産国名：台湾
加工者：○○○

別添２

【問合せ先】消費者庁 ・表⽰制度に関する内容について：⾷品表⽰企画課
・表⽰内容に係る取締りについて：表⽰対策課⾷品表⽰対策室

〒100-8958 東京都千代⽥区霞が関3-1-1 中央合同庁舎第4号館 電話 03-3507-8800（代） 作成：平成28年11月



インストア加工された食品に、原料原産地表示

は必要ですか。

【答】

インストア加工された食品については、
「食品を製造し、又は加工した場所で
販売する場合」とみなし、食品表示基
準では原料原産地表示は義務付けら
れていません。

（参考）消費者庁 食品表示基準Ｑ＆Ａ（抜粋）

ただし、仕入れ、解凍、小分け・再包装等の行為については、

インストア加工には当たらないため、インストアで行った場合

にあっても表示を行う必要があります。例えば、冷凍状態で

仕入れたタレ付き肉を、インストアで解凍及び包装して販売す

る場合、原料原産地表示を含めた加工食品としての表示が

必要です。

食品表示基準Q&A

表示を
良く見て
選んでね

http://www.caa.go.jp/foods/pdf/151224_qa-togo.pdf

【質問】

（加工－192）



健康⾷品に関する
景品表⽰法及び健康増進法上の
留意事項について（要約版）

本留意事項では、トクホや機能性表⽰⾷品等の保健機能⾷品を含め、健康増進法に定
める健康保持増進効果等を表⽰して⾷品として販売に供する物を「健康⾷品」という。

● 景品表⽰法及び健康増進法による健康⾷品の虚偽誇⼤表⽰等の禁⽌

●「健康⾷品」の定義

●「健康保持増進効果等」とは
「健康保持増進効果等」は、健康状態の改善⼜は維持を⽬的とした「健康の保持増進
の効果」と「内閣府令で定める事項」に分類され、疾病の治療⼜は予防を⽬的とする
効果、⾝体の組織機能の増強を主たる⽬的とする効果、栄養成分の効果、⼈の⾝体の
美化に資する効果等が該当し、暗⽰的⼜は間接的に表現するものも含む。

● 景品表⽰法及び健康増進法上の「表⽰」とは

● 規制の対象となる者

顧客を誘引するための⼿段として⾏う広告その他の表⽰であって、各種広告媒体にお
ける表⽰のみならず、⼝頭勧誘等も該当する。なお、商品名を広告等において明⽰し
ない場合であっても、広告等における説明などによって特定の商品に誘引するような
事情が認められるときは、景品表⽰法及び健康増進法上の「表⽰」に該当する。

景品表⽰法において規制の対象となるのは、商品・サービスを供給する事業者である
が、健康増進法は「何⼈も」虚偽誇⼤表⽰をしてはならないと定めているため、⾷品
の販売業者等に限定されることなく「⾷品として販売に供する物に関して広告その他
の表⽰をする者」であれば、規制の対象となり得る。

●景品表⽰法及び健康増進法上の「著しく」とは
広告は、通常、ある程度の誇張を含むものであり、⼀般消費者もある程
度の誇張が⾏われることを通常想定しているため、社会⼀般に許容され
る程度の誇張であれば取締りの対象とはせず、「著しく」⼈を誤認させ
るなどの「虚偽誇⼤表⽰等」を禁⽌している。例えば、⼀般消費者が、
実際に得られる真の効果が広告その他の表⽰に書かれたとおりではない
ことを知っていれば、その⾷品に誘引されることは通常ないと判断され
る場合は、「著しく」に該当する。

● 不実証広告規制における「合理的な根拠」の判断基準とは
合理的な根拠資料を⽰すことができない効果・性能の広告その他の表⽰は、景品表
⽰法第７条第２項の規定に基づき優良誤認表⽰とみなされる。この規制の適⽤につ
いての考え⽅は、「不当景品類及び不当表⽰防⽌法第７条第２項の運⽤指針―不実証
広告規制に関する指針―」に⽰されており、表⽰の裏付けとなる資料に関する「合理
的な根拠」の判断基準は、次のとおりである。
① 提出資料が客観的に実証された内容のものである
② 表⽰された効果、性能と提出資料によって実証された内容が適切に対応している

健康の保持増進の効果等が必ずしも実証されていないにもかか
わらず、当該効果等を期待させるような健康増進法上の虚偽誇
⼤表⽰や景品表⽰法上の優良誤認表⽰（これらを併せて「虚偽
誇⼤表⽰等」という。）に該当する宣伝等は、禁⽌の対象とな
る。なお、これらの法律の規定は、特定の⽂⾔や表現等を⼀律
に禁⽌するものではなく、その適⽤は、表⽰全体の訴求内容に
より判断される。

別添３



● 痩⾝効果についての広告例（本留意事項詳細版から抜粋）
この広告例は、表⽰内容全体から、あたかも、この健康⾷品を
摂取するだけで、特段の運動や⾷事制限をすることなく、短期
間で容易に著しい痩⾝効果が得られるかのように表⽰している
ものといえる。しかし、実際には、消費エネルギーが摂取エネ
ルギーを上回らない限り、⼈は痩せないのであって、特定の健
康⾷品を摂取するだけで、特段の運動や⾷事制限をすることな
く、短期間で容易に著しい痩⾝効果が得られることはないので
あるから、この広告例は虚偽誇⼤表⽰等に当たるおそれがある。

【問合せ先】消費者庁表⽰対策課⾷品表⽰対策室

（平成28年11⽉作成）

※ 本留意事項の詳細版は、消費者庁ウェブサイトで公表しています。

〒100-8958 東京都千代⽥区霞が関3-1-1 中央合同庁舎第4号館
電話03-3507-8800（代表）

消費者庁健康⾷品留意事項

http://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/160630premiums_9.pdf



消費者庁では、健康⾷品の安全性や有効性について、
消費者の⽅々に向けた情報提供の充実を図るための
「セカンドオピニオン事業」に取り組んでいます。

健康⾷品に関する信頼できる
情報源の提供について

セカンドオピニオン事業とは？

信頼できる情報源として、国⽴健康･栄養研究所の
「健康⾷品」の安全性・有効性に関する
素材情報データベースを御活⽤ください！

【問合せ先】消費者庁表⽰対策課⾷品表⽰対策室

（平成28年11月作成）

〒100‐8958 東京都千代田区霞が関3‐1‐1 中央合同庁舎第4号館

電話03‐3507‐8800（代表）

国立健康・栄養研究所 素材情報テータベース

https://hfnet.nih.go.jp/contents/indiv.html

広告宣伝されている健康食品の有効成分について、医学や薬学など複数の専門
家に科学的見地から有効性等の評価を依頼し、その情報を不当表示の取締りや、
「健康食品」の安全性・有効性情報の素材情報データベースを介した消費者の
方々への情報提供に活用していく事業です。

別添４



https://hfnet.nih.go.jp/

〒162-8636 東京都新宿区戸山1-23-1 電話 03-3203-5721

【問合せ先】 国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所

国立健康・栄養研究所 健康食品


